
外国法人等による森林取得に関する調査について

累計R6R5R4R3R2R元H30H29H28H27H26H25H24H23H22H21H20H19H18

7948570474951748910159343121161620612103件数（件）

4154840192216334049331816149141561283
うち
2(1)

10,3963824192061,0615146699001,2801,7897102977121791874423629416925面積（ha）

3,04417113548297292204351612031791761941615756362948725
うち
2(1)

３ 取引年ごとの事例件数と面積

○ 令和６年１月～12月における取得事例 ： 48件、171ha ※H18～R6の累計は415件、3,044ha

○ 都道府県別では北海道が36件、162haで最多。このほか、岩手県、栃木県、石川県、長野県、静
岡県、三重県、大阪府、鳥取県、大分県、鹿児島県で取得事例あり。

※ 「外資系企業」は、国外居住者若しくは外国法人による出資比率又は国外居住者の役員の比率が過半数を占める法人を指します。

外国法人等による森林取得の動向を把握するため、農林水産省において、平成22年以降、毎年、
取得事例の調査（平成18年以降の事例を対象）を継続的に実施。

○ 森林法に基づく森林の土地の所有者となった者の届出、国土利用計画法に基づく届出など、
行政が保有する情報を活用して、都道府県を通じて調査。

２ 令和６年調査結果

１ 調査方法

※ 各年の調査以降に確認された事例を含みます。

（１）居住地が海外にある外国法人又は外国人と思われる者による森林取得の事例

（２）国内の外資系企業と思われる者※による森林取得の事例

○ 令和６年１月～12月における取得事例 ： 37件、211ha ※H18～R6の累計は379件、7,352ha


